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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，社団法人日本計量振興協会（JAMP）から，

工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経

済産業大臣が制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 Q 10012：2011 
 (ISO 10012：2003) 

計測マネジメントシステム－ 
測定プロセス及び測定機器に関する要求事項 

Measurement management systems- 
Requirements for measurement processes and measuring equipment 

 
序文 

この規格は，2003 年に第 1 版として発行された ISO 10012 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

効果的な計測マネジメントシステムは，測定機器及び測定プロセスが意図された用途に適合することを

確実にし，かつ，製品の品質目標の達成及び不正確な測定結果のリスクの運用管理において重要である。

計測マネジメントシステムの目的は，測定機器及び測定プロセスが，組織の製品の品質に影響を与えるよ

うな不正確な結果を出すリスクを運用管理することである。計測マネジメントシステムに使用される方法

は，基本的な機器の検証から，測定プロセス管理のための統計的手法の適用にまで及ぶ。 

この規格では，“測定プロセス”という用語は，例えば，設計，試験，生産，検査などにおける物理的な

測定作業に適用する。 

この規格は，次の場合に用いることができる。 

－ 顧客が，要求する製品を規定する場合 

－ 供給者が，提供する製品を規定する場合 

－ 行政機関又は規制当局が利用する場合 

－ 計測マネジメントシステムのアセスメント及び監査の場合 

JIS Q 9000 で規定されているマネジメントの原則の一つは，プロセス指向型のアプローチを取り扱って

いることである。測定プロセスは，組織が生産する製品の品質を下支えすることをねらいとした具体的な

プロセスとして考慮することが望ましい。この規格の計測マネジメントシステムモデルの応用例を，図 1

に示す。 

 

 


